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 枚方市議会の 12月定例月議会が、12 月 9 日から 23

日までの日程で開催されました。 

初日の本会議では「枚方市総合文化芸術センターの

設置に伴う関係条例の整備に関する条例の制定につ

いて」をはじめ「令和元年度一般会計補正予算」など、

31 件の議案について審議を行い、全議案が賛成多数で

可決されました。 

私は「職員の再任用に関する条例及び枚方市職員給

与条例の一部改正について」の議案に関して質疑を行

いました。 

この議案は、令和 2年度から実施する予定であった

再任用職員の半期退職制度を年度末退職制度へと見

直すものです。 

以前、平成 27 年第１回枚方市議会定例会において、

職員の定年退職の半期制度を見直した際に、定年半期

制度より一定の効果があるとの理由で、再任用の半期

退職制度に置き換えた経緯がありました。 

その際に、この制度が実施され財政的な効果が生ま

れるのは、当時（平成 27年度）、60 歳で定年を迎えた

職員が再任用の最終年度（65歳）となる 5 年後の令和

2 年度からとの説明でした。 

しかし、今回の制度見直しにより、当時に説明のあ

った効果を生む前に、再任用の半期退職制度は廃止さ

れることになります。 

また、市長は 9 月定例月議会の所信表明にて、総人

件費を５％削減すると公言していますが、今回の見直

しにより増加する人件費は年度単位で約 3000 万円か

ら 5000 万円です。 

今回、再任用最終年度の給与等の減額措置が新たに

示されましたが、約 700 万円から 1100 万円の縮減に

とどまり、それだけでは半期退職制度の解消による人

件費の増加を賄うことができず、市長の言う総人件費

削減に向けてはマイナス要素となります。 

総人件費の５％という大きな目標を達成するため

には、評価制度の見直しをはじめメリハリのある人事

給与制度への改革や、ＡＩやＲＰＡなどの情報通信技

術の活用、民間委託の推進など総合的な取り組みが必

要となってきます。 

５％削減に向けての具体的な工程が示されない中

で、再任用制度だけを先に取り出して見直しを図るこ

とには疑問を感じますし、仮に先行させるのであれ

ば、再任用制度の枠内で人件費が増加しない制度設計

にすべきと要望しました。 

また、上記の理由から、私たち「大阪維新の会枚方

市議会議員団」は、この議案について反対をしました

が、賛成多数で可決されました。 


